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　本計画では、「障害」の表記について、次のとおり表記しています。
①  「障害者」と表記する人を表す言葉は、「障がいのある人」と表記します。
②  「障がいのある人」と表現することが適当でない場合は、「害」を「がい」とひらがな表記して、「障がい者」と表記します。
　  　（例示）障がい者福祉、障がい者施策、障がい者スポーツ等
③　「障害」は「障がい」とし、「害」を「がい」とひらがな表記します。
　　　（例示）障がい程度、障がい種別、重度障がい、重複障がい等
【適用除外の例】
法律名、政令名、省令名、条例名、規則名、告示・通知等の名称、法律・条例等で使用されている用語、関係団体の名称、関係施設の名称等
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[bookmark: _Toc161738740]第１章　計画策定の趣旨
[bookmark: _Toc161738741]１．計画策定の背景・目的
[bookmark: _Hlk495662891]我が国の障がい福祉施策は、障がいのある人が、その能力を最大限に発揮し、身体的・精神的・社会的にも、できる限り自立した生活が送れるように援助すること、及び障がいのある人もない人も共に生活し、活動できる地域共生社会の構築を目指すことを基本理念に推進されています。
本町では、平成29年３月に「第３期広川町障害者基本計画」（平成29年度～令和５年度、以下「第３期計画」という。）を策定し、「すべての人が、かけがえのない個人として尊重される自立と共生のまち」を基本理念として、障がいのある人の自立及び社会参加の支援等のために様々な施策を推進してきました。さらに、令和３年３月に「第６期広川町障害福祉計画及び第２期広川町障害児福祉計画」（令和３年度～令和５年度）を策定し、障がい福祉サービスの提供を行ってきました。
近年、高齢化の進行や社会情勢の変化等により、障がいのある人及びその介護者が高齢化し、障がいの重症化・重複化等が進行する一方で、障がいのある人の自立に向けた生活や就労支援、社会参加に対する環境整備も進められてきています。
国においては、平成23年に「障害者基本法」が改正され、日常生活又は社会生活において障がい者が受ける制限は社会のあり方との関係によって生ずるといういわゆる「社会モデル」の考え方や、障がい者の権利に関する条約にいう「合理的配慮」の概念が盛り込まれました。平成25年には、障がいを理由とする差別の解消を推進するため、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が制定されました。このほかにも、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」及び「児童福祉法」により、障がいのある人に必要なサービスが提供されるよう、サービス見込量等を記載した障がい者福祉計画及び障がい児福祉計画の策定が義務付けられました。
このような中で、平成30年に「地域における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講じるための関係法律の整備に関する法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）の一部改正が行われました。
また、福岡県においては、「福岡県障がい者長期計画（第３期）」（令和３年度～令和８年度）に基づき、障がいの有無によって分け隔てられることなく相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目標として施策が推進されています。
これらの状況を踏まえ、障害者基本法第11条第３項に基づき、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的に、令和６年度から令和11年度までを計画期間とする「第４期広川町障がい者基本計画」（以下、「本計画」という。）を策定します。[image: ]
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[bookmark: _Toc438044616][bookmark: _Toc438044802][bookmark: _Toc438045709][bookmark: _Toc438047527][bookmark: _Toc438054737][bookmark: _Toc161738742]２．計画の位置づけ
本計画は、障害者基本法（第11条第３項）に基づく「市町村障害者計画」であり、「広川町第５次総合計画」（令和６年３月策定）を上位計画として、本町における障がい者施策に関する基本的な計画として策定するものです。
[bookmark: _Toc438044617][bookmark: _Toc438044803][bookmark: _Toc438045710][bookmark: _Toc438047528][bookmark: _Toc438054738]国の「障害者基本計画（第５次）」、福岡県の「福岡県障がい者長期計画（第３期）」を踏まえながら計画の策定を行います。
■ 計画の位置づけ
広川町第５次総合計画


第２期広川町地域福祉計画
Ji

国

障害者基本法
障害者総合支援法
障害者基本計画（第５次）
（令和５年度～令和９年度）
障害福祉計画策定基本指針

広川町高齢者保健福祉計画
 広川町子ども・子育て支援事業計画
広川町健康増進・食育推進計画
第４期広川町
障がい者基本計画



第７期
広川町
障がい
福祉計画
第３期
広川町
障がい児
福祉計画

福岡県県

福岡県障がい者長期計画（第３期）
（令和３年度～令和８年度）
福岡県障がい者福祉計画（第６期）
福岡県障がい児福祉計画（第３期）


（平成27年度～令和２年度）








【ＳＤＧｓについて】
ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標です。
本計画の中で施策の柱ごとに、該当する下図の目標（ゴール）を表示します。







[bookmark: _Toc438054739][image: ]

[bookmark: _Toc161738743]３．計画期間
「第４期広川町障がい者基本計画」は、令和６（2024）年度から令和11（2029）年度までの６年間を計画期間とします。
■ 計画期間

	計　画　名
	令和６
（2024）
	令和７
（2025）
	令和８
（2026）
	令和９
（2027）
	令和10
（2028）
	令和11
（2029）

	広川町総合計画
	第５次前期基本計画
	第５次後期基本計画

	広川町地域福祉計画
	第２期
	第３期

	広川町障がい者基本計画
	第４期

	広川町障がい福祉計画
	第７期
	第８期

	広川町障がい児福祉計画
	第３期
	第４期



[bookmark: _Toc161738744]４．計画の策定方法
本計画は、障がい福祉に関するアンケート調査、事業所・関係団体アンケート調査等による障がいのある人及び障がいのある児童の状況を踏まえたうえで、関係団体・機関等による「広川町障害者基本計画及び障害福祉計画策定委員会」の審議に基づいて策定を行いました。

[bookmark: _Toc63693263][bookmark: _Toc158650947]【アンケート調査結果】
■　調査対象及び調査方法
	項　目
	内　　容

	調査対象
	身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者

	配布数
	1,125件

	調査方法
	郵送配布、郵送回収またはWebにて回答

	調査時期
	令和５年12月



■  調査数及び回収結果
	
	配布数
	有効回収数
	有効回収率

	全体
	1,125件
	427件
	38.0％

	18歳未満
	68件
	23件
	33.8％

	18歳以上
	1,057件
	404件
	38.2％








[image: ]
[bookmark: _Toc161738745]第２章　障がい者福祉施策の動向
[bookmark: OLE_LINK1]
第３期計画が平成28年度に策定されて以降、障がい者福祉制度の見直しが行われています。（次頁表参照）

[bookmark: _Toc486010937][bookmark: _Toc486010936]（１）障害者総合支援法及び児童福祉法の改正
障害者総合支援法及び児童福祉法は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」により、障がい者の望む地域生活の支援、障がい児支援のニーズへのきめ細かな対応、サービス基盤の計画的整備等を規定した改正が行われました。（平成30年４月施行）

（２）障害者基本計画（第５次）の策定
国においては、令和5年3月に障害者基本計画（第５次）の策定が行われています。基本原則と障がい者施策の分野は下表のように設定されています。
■　基本原則・障がい者施策の分野
	基本原則
●地域社会における共生等
●差別の禁止
●国際的協調

	障がい者施策の分野
１．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止
２．安全・安心な生活環境の整備
３．情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実
４．防災、防犯等の推進
５．行政等における配慮の充実
６．保健・医療の推進
７．自立した生活の支援・意志決定支援の推進
８．教育の振興
９．雇用・就業、経済的自立の支援
10．文化芸術活動・スポーツ等の振興
11．国際社会での協力・連携の推進


[image: ]

■ 国の動向
	年次
	主な制度・法律
	主な内容

	平成28年
	障害者差別解消法の施行
	・障がいを理由とする差別を解消するための合理的配慮の不提供の禁止

	
	【改正】障害者雇用促進法の施行
※一部平成30年4月施行
	・雇用の分野における差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供の義務化
・法定雇用率の算定基礎に精神に障がいのある人を追加

	
	成年後見制度利用促進法の施行
	・成年後見制度利用促進基本計画の策定
・成年後見制度利用促進会議及び成年後見制度利用促進委員会の設置

	
	【改正】発達障害者支援法の施行
	・発達障害者支援地域協議会の設置
・発達障害者支援センター等による支援に関する配慮

	平成30年
	【改正】障害者総合支援法及び児童福祉法の施行
	・障がいのある人の望む地域生活の支援や障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応
・サービスの質の確保・向上に向けた環境整備

	
	障害者文化芸術推進法の施行
	・障がいのある人の文化芸術活動を推進することで障がいのある人の個性と能力の発揮及び社会参加を促進
・計画策定が努力義務化（地方公共団体）

	令和元年
	【改正】障害者雇用促進法
	・障害者活躍推進計画策定の義務化（地方公共団体）
・特定短時間労働者を雇用する事業主に対する特例給付金の支給

	令和２年
	【改正】高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
	・公共交通事業者など施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化
・国民に向けた広報啓発の取組推進
・バリアフリー基準適合義務の対象拡大

	令和３年
	【改正】障害者差別解消法
※一部令和６年4月施行
	・事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化

	令和４年
	【改正】難病法
	・難病患者に対する適正な医療の充実及び療養生活支援の強化

	令和５年
	【改正】障害者総合支援法
	・障がい者等の地域生活の支援体制の充実

	
	【改正】精神保健福祉法
	・精神障がい者の希望やニーズに応じた支援体制の整備

	
	【改正】障害者雇用促進法
	・障がい者の多様な就労ニーズに対する支援及び障がい者雇用の質の向上の推進

	
	【改正】児童福祉法
	・小児慢性特定疾病児童に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化


[image: ]


[bookmark: _Toc161738746]第３章　障がい者等の状況
[bookmark: _Toc65779913][bookmark: _Toc161738747]１．人口動向
本町の総人口は、減少傾向で推移しています。年齢３区分別人口をみると、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）ともに減少傾向で推移しており、高齢者人口（65歳以上）は年々増加しています。令和５年の高齢化率は29.7％となっています。
[image: ]■ 年齢３区分別人口の推移

■  年齢３区分別人口の推移













資料：住民基本台帳（各年３月末日）
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資料：住民基本台帳（各年３月末日）
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[bookmark: _Toc65779914][bookmark: _Toc161738748]２．障がいのある人の状況
（１）障害者手帳所持者数の推移
　障害者手帳を所持する人は、令和５年３月末日で1,390人となっており、総人口に占める障がいのある人の割合は、7.2％となっています。各種手帳種別の所持者数をみると、身体障害者手帳所持者数が828人と最も多く、療育手帳所持者数が250人、精神障害者保健福祉手帳所持者数が312人となっています。

■ 障害者手帳所持者数の推移

[image: ]














資料：庁内資料（各年度３月末日）
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（２）身体障がいのある人の状況
①　身体障害者手帳所持者数の状況
身体障害者手帳は、障がいの種類別に重度の1級から６級の等級が定められています。令和４年度は、「１級」が247人で全体の29.8％、次いで「４級」が213人で25.7％となっています。
[image: ]■ 身体障害者手帳所持者数（等級別）













資料：庁内資料（各年度３月末日）

[bookmark: _Hlk495914901][bookmark: _Hlk495915613]②　障がい種別手帳所持者数の状況
[bookmark: _Hlk507429166]障がい種別では、令和４年度は、「肢体不自由」が469人で全体の56.6％を占めており、次いで「内部障害」が233人で28.1％となっています。
■　身体障害者手帳所持者数（障がい別）（単位：人）

	　
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	視覚障害
	47
	45
	43
	41
	39

	聴覚・平衡
機能障害
	77
	77
	89
	83
	79

	音声・言語
機能障害
	7
	7
	11
	9
	8

	肢体不自由
	506
	515
	507
	491
	469

	内部障害
	226
	235
	236
	235
	233

	合計
	863
	879
	886
	859
	828


[image: ]※身体障害者手帳に記載される障がい種別のため、「障害」と表記しています。
資料：庁内資料（各年度３月末日）

③　年齢３区分別手帳所持者数の状況
年齢３区分別にみると、令和４年度は、「65歳以上」が607人で73.3％、「18～64歳」が207人で25.0％、「18歳未満」が14人で1.7％となっています。65歳以上の手帳所持者数は令和２年度から減少傾向にあります。

■ 身体障害者手帳所持者数（年齢３区分別）
[image: ]












資料：庁内資料（各年度３月末日）
















[image: ]
（３）知的障がいのある人の状況
①　療育手帳所持者数の状況
知的機能に障がいがある方に交付される療育手帳は、本人の状態によりＡ判定（最重度・重度）、Ｂ判定（中度・軽度）に判定されます。
療育手帳所持者数は増加傾向となっており、令和４年度では「Ａ判定」が104人で41.6％、「Ｂ判定」が146人で58.4％となっています。
■　療育手帳所持者数（判定別）
[image: ]










資料：庁内資料（各年度３月末日）

②　年齢３区分別手帳所持者数の状況
年齢３区分別にみると、令和４年度では「18歳～64歳」が164人と最も多く、全体の65.6％を占めています。次いで「18歳未満」が45人で18.0％、「65歳以上」が41人で16.4％となっています。
「18歳～64歳」及び「65歳以上」は増加傾向にあります。
■　療育手帳所持者数（年齢３区分別）
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[image: ]資料：庁内資料（各年度３月末日）

（４）精神障がいのある人の状況
①　精神障害者保健福祉手帳所持者数の状況
精神障害者保健福祉手帳は、精神疾患の状態と能力障がいの両面から総合的に判断され、重度の1級から３級までの等級が定められています。精神障害者保健福祉手帳所持者数は、増加傾向で推移しており、令和４年度は312人で平成30年度の約２倍となっています。
■　精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別）
[image: ]






資料：庁内資料（各年度３月末日）


②　自立支援医療費（精神通院医療）受給者数の状況
自立支援医療費の精神通院医療受給者数は年度によって増減がありますが、令和４年度は359人となっています。
■　自立支援医療費受給者数（単位：人）


	　
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	育成医療
	2
	0
	2
	1
	0

	更生医療
	60
	60
	63
	66
	65

	精神通院医療
	316
	346
	292
	224
	359

	合計
	378
	406
	357
	291
	424


資料：庁内資料（各年度３月末日）
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（５）難病患者の状況
[bookmark: _Toc56788222][bookmark: _Toc60755596][bookmark: _Toc60825535][bookmark: _Toc61271584][bookmark: _Toc61539894][bookmark: _Toc63693260][bookmark: _Toc158650944]①　指定難病受給者証所持者数の状況
国の指定難病受給者証の対象は、令和３年11月１日現在で338疾病に拡大しています。令和４年度では「神経・筋」の疾患が最も多く、次いで「骨・関節系」の疾患となっています。
■　指定難病受給者証所持者数（単位：人）

	疾患群名
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	神経・筋
	50
	50
	55
	57
	57

	代謝系
	2
	2
	2
	2
	2

	皮膚・混合組織
	8
	8
	3
	4
	4

	免疫系
	17
	18
	25
	25
	21

	循環器系
	2
	2
	2
	2
	2

	血液系
	2
	1
	1
	1
	3

	腎・泌尿器系
	4
	4
	4
	5
	4

	骨・関節系
	23
	24
	34
	37
	37

	内分泌系
	4
	5
	7
	7
	6

	呼吸器系
	5
	6
	7
	6
	5

	視覚系
	3
	2
	2
	2
	3

	消化器系
	40
	37
	30
	33
	33

	合計
	160
	159
	172
	181
	177


資料：福岡県南筑後保健福祉環境事務所資料（各年度３月末）

②　小児慢性特定疾病医療受給者証所持者数の状況
[bookmark: _Toc56788223][bookmark: _Toc60755597][bookmark: _Toc60825536][bookmark: _Toc61271585][bookmark: _Toc61539895][bookmark: _Toc63693261][bookmark: _Toc158650945]国の小児慢性特定疾病医療受給者証の対象は、令和３年11月１日現在で788疾病に拡大しています。所持者数は減少傾向にあります。
■　小児慢性特定疾病医療費受給者証所持者数（単位：人）

	疾患群名
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	悪性新生物
	2
	2
	2
	1
	2

	慢性腎疾患
	1
	1
	1
	0
	0

	慢性心疾患
	0
	0
	0
	0
	0

	内分泌疾患
	5
	4
	4
	4
	1

	膠原病
	1
	1
	1
	0
	1

	先天性代謝異常
	3
	3
	3
	1
	1

	神経・筋疾患
	2
	1
	1
	1
	2

	血友病等血液
免疫疾患
	1
	2
	1
	1
	0

	慢性消化器疾患
	1
	2
	2
	0
	1

	合計
	16
	16
	15
	8
	8


[image: ]資料：福岡県南筑後保健福祉環境事務所資料（各年度３月末日）　

（６）特別支援教育の状況
小学校の特別支援学級は11学級、児童数は45人、中学校の特別支援学級は３学級、生徒数は14人となっています。（令和４年５月１日現在）
特別支援学級の児童・生徒数は、平成30年度から増加傾向にあります。
■　特別支援学級の学級数、児童・生徒数（単位：人）

	　
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	小学校
	学級数
	10
	10
	9
	11
	11

	
	児童数
	30
	34
	39
	38
	45

	中学校
	学級数
	2
	2
	3
	3
	3

	
	生徒数
	9
	14
	18
	19
	14


資料：庁内資料（各年度５月１日現在）

（７）障害支援区分の認定状況
障害支援区分は、必要とされる支援の度合いを表しており、「区分１」が低く、区分が上がるにつれて高くなります。
障害支援区分認定者数は、令和３年度から令和４年度にかけて増加傾向となっており、令和４年度で最も多いのは「区分２」の14人、次いで「区分４」の13人となっています。
■ 障害支援区分認定者数（単位：人）

	　
	平成30（2018）
年度
	令和元（2019）
年度
	令和２（2020）
年度
	令和３（2021）
年度
	令和４（2022）
年度

	区分１
	0
	1
	2
	0
	2

	区分２
	6
	14
	16
	17
	14

	区分３
	7
	10
	3
	3
	10

	区分４
	9
	9
	4
	10
	13

	区分５
	14
	7
	7
	4
	10

	区分６
	5
	6
	19
	6
	12

	合計
	41
	47
	51
	40
	61


[image: ]資料：庁内資料（各年度３月末日）

[bookmark: _Toc161738749]
３．第３期計画の施策実施状況評価
第３期計画では、４つの基本目標に基づき施策を定め、取り組んできました。取組について、第３期計画の評価検証を行いました。

（１）評価基準
１）取組の評価基準
取組の評価基準を次のように設定します。

　　【取組の評価基準】

予定通り取り組んでいる　　　→　３点
ある程度取組が進んでいる　　→　２点
全く取り組めていない　　　　→　１点


２）基本目標の評価基準
基本目標の総合評価の評価基準を次のように設定します。

　　【総合評価の評価基準】

Ａ（平均2.5点以上）　　：十分取り組むことができた
Ｂ（平均2～2.5点未満） ：ある程度取り組むことができた
Ｃ（平均1.5～２点未満） ：あまり取り組むことができなかった
Ｄ（平均1.5点未満）　　：取組が進まなかった








[image: ]



（２）評価検証結果
１）基本目標１　共生社会実現のために　　　　　　　　　　　　　　　　　
①　評価結果
総合評価は、「ある程度取り組むことができた」と評価されます。
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②　評価からの課題
評価から施策の課題は次のように言えます。
	１　差別解消・権利擁護の推進
　障がいを理由とする差別の解消の推進、及び障害者虐待防止法の推進については、啓発冊子を作成し、窓口や障がい福祉サービス事業所等へ配布し、制度の周知・理解に努めました。また、成年後見制度や日常生活自立支援事業に関する研修会を障がい福祉サービス事業所等に対して開催し、理解促進を図りました。
　今後は、合理的配慮や権利擁護について、住民向けのセミナーを開催し、理解・啓発が必要です。

２　広報・啓発活動の推進
　障がいに対する正しい理解を促進する取組は、広報誌や関係チラシなどにより広報活動に努めています。今後は、身体障害者福祉協会や親の会等と連携し、講演会等の促進に努めていく必要があります。




[image: ]
２）基本目標２　地域社会での自立のために
①　評価結果
総合評価は、「十分取り組むことができた」と評価されます。
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②　評価からの課題
評価から施策の課題は次のように言えます。
	１　教育環境の充実
　　療育が必要な乳幼児の早期発見に努め、発達相談につないでいます。さらに、３歳児健診を中心に就学前に保育所・幼稚園への巡回相談を実施しています。さらに、小中学校では、特別支援教室における個別の指導計画に基づいた支援、通常学級における特別な支援が必要な児童生徒の支援を行い、切れ目ない教育相談体制の充実に努めています。今後、本町が実施する発達教室を年齢に応じて充実させることや、学校におけるスクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの維持が求められています。

２　雇用・就労の促進
　　広川町障がい者基幹相談支援センターシエルの設置や広川町障がい者等自立支援協議会の就労支援ネットワーク部会の設置等を行い、関係機関との連携に努めています。一般企業への就労促進や一般就労へ移行した障がい者の就労継続に着手したところです。

３　障がいのある人への支援
　　「ボランティア活動センター事業計画」に基づいて広川町ボランティア活動センターが、ボランティア団体の登録を推進しており、現在31団体の登録があります。また、社会福祉協議会が「くらしのサポーター」の養成講座を開催し、地域住民との協働により、制度や公的支援では対応が難しい狭間にある生活上の困りごとを支援する福祉人材の発掘・育成に取り組んでいます。新型コロナウイルス感染拡大により、手話奉仕員養成講座が開催できない時期がありましたが、手話奉仕員養成は途切れないようにしています。福祉施策の情報提供に努め、初めて手帳を交付する時に「障がい福祉のしおり」を配付しています。八女市・筑後市と八女地区障害者地域生活支援拠点センター「すいれん」を設置し、地域移行のための拠点として運営しています。
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３）基本目標３　地域での暮らしを支えるために
①　評価結果
総合評価は、「ある程度取り組むことができた」と評価されます。
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②　評価からの課題
評価から施策の課題は次のように言えます。
	１　障がい福祉サービスの充実
　　各種福祉サービスは充実してきていますが、一部サービスについては供給体制が不十分なものがあります。地域生活支援事業も必要最低限の事業は実施できていますが、地域のニーズに応じた事業の実施が求められています。65歳到達において介護保険サービスへの円滑な利用移行に取り組んでいます。
２　相談機能の連携強化
　　役場内に社会福祉士や保健師等の専門職を配置し、相談支援体制を構築しています。身体障がい者相談員、知的障がい者相談員を配置し、広報誌で周知しています。４か所の計画相談支援事業所の設置により計画相談支援は、充実が図られています。八女地区障害者基幹相談支援センターリーベルの設置後、広川町障がい者基幹相談支援センターシエルの設置を行い、周知及び連携強化を図っています。
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	３　保健・医療の充実
　　妊婦健診・乳幼児健診、住民健診は計画通り進められており、発達障がい等の早期発見に努めています。公費医療制度を適切に運用し、各地区のサロン、認知症予防教室等で高齢者施策が行われています。精神障がいについて、町民向けの人権セミナー等で理解促進を図り、自殺予防対策のためにリーフレットを全戸配布しています。また、事例を通して、精神疾患の早期発見、早期治療について、関係医療機関の精神保健福祉士等と連携を図って支援しています。




４）基本目標４　安全・安心に暮らし続けるために
①　評価結果
総合評価は、「ある程度取り組むことができた」と評価されます。
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②　評価からの課題
評価から施策の課題は次のように言えます。
	１　防犯防災対策の推進
　　避難行動要支援者名簿及び災害時要援護者台帳を作成し、区長や民生委員児童委員と共有・連携しています。防災行政無線やLINE、ホームページ等を活用した情報提供していますが、情報提供の方法について継続した検討が必要です。福祉避難所は、障がい者支援施設・高齢者施設と協定し設置していますが、実際の実用性について検討が必要です。
２　バリアフリー化の推進
　　新庁舎をはじめとして町内公共施設のバリアフリー化を進めています。広川町障がい者等自立支援協議会の各部会を通して、関係事業所のバリアフリー化の理解、促進に努めています。すべての人が安全で快適に利用できるユニバーサルデザインを取り入れたまちづくりの推進について検討が必要です。




[image: ]
[bookmark: _Toc161738750]第４章　計画の基本的な考え方
[bookmark: _Toc161738751]１．基本理念
誰もが尊重される、温もりと笑顔あふれるまち


本町では、第３期計画において、基本理念を『すべての人が、かけがえのない個人として尊重される自立と共生のまち』と定め施策を推進してきました。
また、広川町第５次総合計画（令和６年度～令和13年度）では、まちづくりの基本理念を“「職・住・育プラス遊」～未来に希望が広がるまちづくり～”と定め、８年後の将来像を「世代を超えて住み心地の良い、温もりと笑顔あふれるまち」と定めています。
さらに、第２期広川町地域福祉計画（令和元年度策定）では、基本理念を「みんなの支え合いの輪が広がり　安心して健やかに暮らせる笑顔のまち　ひろかわ」と設定しています。
これらを踏まえ、本計画の基本理念を『誰もが尊重される、温もりと笑顔あふれるまち』と設定し、障がいの有無に関わらず誰もが尊重され、支え合って、温もりと笑顔あふれるまちづくりを進めていきます。
[bookmark: _Toc161738752]２．基本目標
基本理念のもとに、次の施策の基本目標に向けて各分野における取組を進めます。
基本目標１　理解し合うまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　
障がいへの理解と差別解消の推進、権利擁護の推進・虐待の防止等により、障がいのある人と地域住民が、お互いにかけがえのない存在として分かり合えるまちづくりを進めます。
基本目標２　福祉・保健が充実したまちづくり　　　　　　　　　　　　　
障がいのある人が住み慣れた地域で生活が続けられるように、福祉サービス・保健の充実を図り、支援者・事業者・地域等が連携して事業を推進します。
基本目標３　安心して生活できるまちづくり　　　　　　
障がいのある人が安全に生活できるように住環境や建築物・公共空間等のバリアフリー化などの生活環境の整備を進め、防災・防犯等の推進を図ります。
基本目標４　社会活動できるまちづくり
障がいのある人が地域で自分らしく社会活動できるように、療育と教育の充[image: ]実、雇用と就労の促進、文化芸術活動・スポーツの参加促進を図ります。
総論
第４章　課題整理


[bookmark: _Toc161738753]３．計画の体系
【施　策】
【基本目標】
【基本理念】

誰もが尊重される、温もりと笑顔あふれるまち

１　障がいへの理解と差別解消の推進

基本目標１
理解し合う
まちづくり


２　権利擁護の推進及び虐待の防止


３　情報の得やすさの向上


基本目標２
福祉・保健が充実
したまちづくり

４　生活支援・福祉サービスの充実


５　保健・医療の充実



６　生活環境の整備
基本目標３
安心して生活で
きるまちづくり


７　防災・防犯等の推進



８　療育と教育の充実


９　雇用と就労の促進　　　　　　　　　　　
基本目標４
社会活動できる
まちづくり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10　文化芸術活動・スポーツ等の　　　　　　　　　　　　　　　　　参加促進

[image: ]




[bookmark: _Toc161738754]第５章　施策・取組
  基本目標１ 　理解し合うまちづくり　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _Toc161738756][image: ]１．障がいへの理解と差別解消の推進　　　　　　　　　
（１）現況と課題
障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、地域において、障がいや障がいのある人に対する理解が不可欠です。
しかし、アンケート調査では、差別や嫌な思いを感じた経験は、「ある」と「少しある」を合わせて全体の37.4％あり、前回（令和２年度調査）より、５ポイント増加しています。特に、精神障がいのある人は56.4％の人が感じています。
我が国においては、平成28年に「障害者差別解消法」が施行され、令和３年に改正されています。また、福岡県では、障がいを理由とする差別の解消のために、平成29年３月に「福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」を制定しています。
本町では、平成28年度に障害者差別解消法に基づく広川町障がい者差別解消支援地域協議会を設置し、差別事案が発生した場合の対応について協議を行うこととしています。このような法律や条例の周知や啓発を行い、障がいのある人への差別解消の理念を町民に浸透させるとともに、障がい特性に対する理解を促進することが求められています。
学校教育のなかでも、交流の場などにより子どもの頃から障がいのある人の理解を深め、障がいのある人が地域でその人らしく暮らす共生社会の構築が求められています。
＜　差別や嫌な思いをしたことがあるか　＞※前回は令和２年度実施
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[image: ]資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

＜　障がいのある人への理解　＞
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＜　障がいのある人への理解は進んでいると思うか　＞
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＜　差別や嫌な思いをした場所　＞
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資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）
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＜　障害者差別解消法の認知度（18歳未満）　＞




資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）広報・啓発の推進
２）福祉教育の推進
３）地域の人との交流の促進
（３）今後の取組
１）広報・啓発の推進
	取　組
	内　容

	①
	広報活動の充実
	・広報ヒロカワやホームページを活用して「障害者差別解消法」、「障害者虐待防止法」等の内容を町民に周知します。

	②

	障害者週間等の啓発
	・広報紙により、「障害者週間（12月３日～９日）」、「人権週間（12月４日～10日）」、「福岡県障害者月間　（11月15日～12月14日）等の周知を図ります。

	③
	講演会等の開催
	・障がいの特性を正しく理解し、偏見や差別などをなくすために、講習会や講演会を開催し、町民の参加を広報します。

	④
	ヘルプマーク、ヘルプカードの普及・啓発
	・障がいのある人への配慮や日常的な支援の輪を広げるため福岡県が無料で配布するヘルプマーク、ヘルプカードの普及・啓発を推進します。



２）福祉教育の推進
	取　組
	内　容

	①
	児童の障がい者との交流促進
	・幼少期から障がいのある人と触れ合い、交流することでノーマライゼーションの理念（障がいのある人もない人も、互いに支え合い、地域で生き生きと明るく豊かに暮らしていける社会を目指すこと）の定着を図り、「福祉の心」を育みます。

	②
	地域における福祉教育の推進
	・社会福祉協議会、各種福祉団体等と連携して、障がいへの理解をひろげるための講演会等を開催し、障がいのある人との交流の促進や福祉教育の拡大に努めます。
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３）地域の人との交流の促進
	取　組
	内　容

	①
	障がいに配慮した地域住民とのふれあいの促進
	・障がいによる意思疎通の状況に配慮した多様な手段により、地域住民の交流の機会への参加を図り、地域住民とのふれあいを促進します。


[bookmark: _Toc161738757]
[image: ][image: ]２．権利擁護の推進及び虐待の防止　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
「障害者虐待防止法」が平成24年に施行され、本町においても広川町障がい者虐待防止センターを設置しています。今後も家庭、障がい者福祉施設、職場において虐待を発見した人は市町村等に通報の義務があることや、虐待の深刻化を防ぐため早期発見、早期通報の必要性について周知・啓発を行い、障がいのある人が地域の中で尊厳を持って暮らせる社会の実現が求められます。
また、判断能力やコミュニケーション能力に障がいがある知的障がい者、精神障がい者は、財産管理が困難になる場合や生活上の権利侵害を受けるおそれがあります。そこで、障がい者の権利や財産を守るために、「成年後見制度」や「日常生活自立支援事業」の活用が求められます。アンケートでは成年後見制度を利用したい人は全体で15.7％にとどまっており、18歳未満の保護者では制度を知っている人が34.8％となっていることから、成年後見制度等の周知を図る必要があります。
　さらに、政治への参加として選挙は重要な役割を有していますが、様々な障がいのある人の投票が可能となるように、投票所におけるバリアフリー化や、郵便での不在者投票制度の利用促進を図ります。
＜　成年後見制度の利用意向　＞

[image: ]












＜　成年後見制度の認知度（18歳未満）　＞
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資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）人権・権利擁護の推進
２）障がい者虐待防止の推進

（３）今後の取組
１）人権・権利擁護の推進
	取　組
	内　容

	①
	相談体制の充実
	・障がいのある人の人権や権利擁護を推進するため、関係機関や団体と連携しながら、人権相談や法律相談などの相談体制の充実を図ります。

	②
	成年後見制度の啓発と促進
	・関係機関などと連携しながら、障がいのある人の人権や権利を擁護する成年後見制度について、広川町障がい者等自立支援協議会や広川町障がい者基幹相談支援センターシエル等と連携して普及啓発、利用促進を図ります。

	③
	日常生活自立支援事業の啓発と促進
	・判断能力が十分ではないため適切なサービスを利用することが困難な障がいのある人に対して、福祉サービスの適切な選択と利用、日常的な金銭管理などを支援するため、社会福祉協議会等と連携して日常生活自立支援事業の普及啓発と利用促進を図ります。

	④
	町内の事業所などにおける合理的配慮
	・町内の事業所などにおいて、障がいのある人が必要とする社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理的な配慮を行うように推進していきます。

	⑤
	投票環境の向上
	・投票所での段差解消など、投票環境の向上に努めます。



２）障がい者虐待防止の推進
	取　組
	内　容

	①
	障がい者虐待防止の啓発
	・広川町障がい者等自立支援協議会、福祉サービス事業所等と連携して、虐待防止に関する啓発を図ります。

	②
	相談体制の整備
	・庁内に設置する広川町障がい者虐待防止センターが中心となって、広川町障がい者基幹相談支援センターや関係機関と連携して虐待に関する相談受付や問題解決に取り組みます。
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[bookmark: _Toc161738758]
[image: ][image: ]３．情報の得やすさの向上
（１）現況と課題
情報化社会の進展に伴い、インターネットを利用する障がい者や福祉関係者も増えていることから、本庁などの行政情報への近づきやすさ・利用しやすさ（アクセシビリティ）が重要となっています。
アンケート調査によると、障がいや福祉サービスの情報の入手先は、「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」が36.9％と最も多く、「行政機関の広報誌」は24.3％、「インターネット」は12.4％にとどまっています。また、充実して欲しい情報としては、「福祉サービスの内容や利用方法」が40.5％、「困ったときの相談機関・場所」が36.5％と高く、情報を充実させる必要があります。
情報が行き届きやすくするために、多様な障がいの特性に応じた配慮が必要です。また、災害時等における緊急情報の伝達手段の確保も必要です。
本庁において手話奉仕員を養成し、聴覚障がい者等への対応等を行っていますが、意思疎通支援の利用促進を図ることが求められます。
さらに、近年急速にＩＴによる情報伝達手段が整備されてきており、身体障がい者や聴覚障がい者、視覚障がい者等へ、様々なＩＴを活用した情報提供の充実を図ることが求められます。＜　情報の入手先　＞
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[image: ]＜　充実して欲しい情報　＞





















（２）施策の柱
１）行政情報の得やすさの向上
２）コミュニケーション支援の充実
３）情報伝達手段の充実
[image: ]
（３）今後の取組
１）行政情報の得やすさの向上
	取　組
	内　容

	①
	町のホームページの利用しやすさの向上
	・町のホームページについて、文字拡大機能や背景色変更機能などを強化しながら、わかりやすい情報提供を行います。

	②
	「障がい福祉のしおり」による情報提供
	・身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳の交付時に「障がい福祉のしおり」を窓口配布し、情報提供に努めます。



	取　組
	内　容

	③
	町の文書等の障がいの特性に応じた配慮
	・障がいのある人へ伝える案内文書や広報などについて、障がいの特性に応じて、ファックスやメールなどの電子媒体、録音媒体などを活用します。

	④
	情報提供のバリアフリー化
	・窓口などで配布する冊子やパンフレットなどについては、読み手のことに配慮して工夫し、障がいの有無にかかわらず、町政に関する情報を取得することができるよう、情報提供のバリアフリー化を進めます。

	⑤
	災害時における障がい特性に配慮した情報伝達手段の運用
	・災害発生時等における「広川町情報（防災）配信サービス」により、視覚障がいや聴覚障がいなどの障がい特性に配慮して、メール、電話、ファックスなどの情報伝達手段の確実な運用を図ります。



２）コミュニケーション支援の充実
	取　組
	内　容

	①
	手話奉仕員の養成、派遣等の促進
	・聴覚障がい者等の生活及び関連する法律・制度等についての理解を深めるとともに、コミュニケーションにおいて活用できる基礎的な手話の技能を身に付けるために手話奉仕員養成講座を実施し、奉仕員の登録を進め、聴覚障がい者等へ派遣し支援を行います。

	②
	障がい者のＩＣＴ機器利用拡大、活用能力の向上
	・障がい者の情報取得や意思疎通を支援するために、障がい者へのＩＣＴ機器の紹介や利用相談、ＩＣＴ機器の操作の支援を行うパソコンボランティア等の養成・派遣を検討します。



３）情報伝達手段の充実
	取　組
	内　容

	①
	情報・コニュニケーション支援機器の給付又は貸与
	・情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障がいのある人に対して、日常生活用具の普及又は貸与を行います。

	②
	緊急通報装置の貸与、緊急通報システムの周知
	・あんしんコール事業により緊急通報装置の貸与を推進します。
・消防署が実施する緊急通報装置、ＮＥＴ119緊急通報システムの周知を図ります。




[bookmark: _Toc500927393]
[image: ]
  基本目標２   福祉・保健が充実したまちづくり　　　　　　　
[bookmark: _Toc161738760][image: ]４．生活支援・福祉サービスの充実　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
障がいのある人が住み慣れた地域で自立した社会生活を送るためには、一人ひとりのニーズとライフステージに応じたきめ細かなサービスが質・量ともに確保される必要があります。
アンケート調査では、「家族と一緒に生活したい」が54.5％と最も多く、現在グループホームや施設入所者のうち、それぞれ15.4％、13.0％の人が家族と一緒に暮らすことを望んでいます。地域移行の希望のある障がいのある人の移行を進めるため、地域移行支援の充実を図る必要があります。さらに、精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、相談機能の充実を図る必要があります。
本庁においても相談窓口を設置しており、また、広川町障がい者基幹相談支援センターシエルに委託して、相談支援を実施しています。
今後も、生活環境の変化に伴い多様化する障がい者とその家族のニーズに応え、障がいのある人の自立に向けて、一人ひとりにあったケアマネジメントを行える相談支[image: ]援体制の充実を図ります。また、発達が気になる児童と、その保護者に寄り添いながら相談に応じ、必要な支援と関係機関との連携を図る必要があります。＜　将来、どのような生活を送りたいですか　＞
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[image: ] ＜　地域で生活するために必要な支援　＞








	


＜　障がい福祉のために力を入れてほしいこと　＞
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資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）生活支援の充実
２）地域移行の支援
３）相談支援体制の充実
４）障がいのある子どもに対する支援の充実
５）ボランティアの育成

（３）今後の取組
[image: ]１）生活支援の充実
	取　組
	内　容

	①
	福祉サービスに関する情報提供体制の充実
	・福祉サービスを必要とする障がいのある人が適切にサービスを利用できるよう、事業所等と連携して情報提供体制の充実を図ります。

	②
	在宅サービスの充実
	・在宅で暮らす障がいのある人の日常生活又は社会生活を営む上での居宅介護等の支援を行い、短期入所及び日中活動の場の確保等により、在宅サービスの量的・質的充実を図ります。

	③
	日中活動の場や機会の充実
	・障がいのある人が住み慣れた地域でいきいきとした生活を送ることができるよう、関係機関や障がい福祉サービス事業所、当事者やボランティアの団体などと連携を図りながら、社会参加や社会活動を促進するための日中活動の場や機会の充実を図ります。

	④
	移動支援の充実
	・障がいのある人の生活の支援や、社会参加をより円滑にするため、移動支援の充実を図ります。

	⑤
	地域生活支援拠点等の充実
	・八女市・筑後市と共同で設置した「八女地区障害者地域生活支援拠点すいれん」を拠点として地域生活への移行の推進を図ります。

	⑥
	グループホームの整備
	・障がいのある人の地域における居住の場として、多様な形態のグループホームの整備を推進します。

	⑦
	グループホームから地域生活への移行の支援
	・グループホームから一人暮らし等の自立した日常生活への移行を希望する入居者へ、居宅生活への移行や移行後の定着に関する相談等の支援を行います。

	⑧
	生活保護制度や生活困窮者支援制度の運用
	・地域で安定・安心した生活を送れるよう、生活保護制度や生活困窮者支援制度を適切に運用し、日常生活用具や補装具、各種手当などの給付や、医療費の助成などを行います。

	⑨
	介護保健サービスの円滑な利用・移行の推進
	・障がい福祉サービスを利用している人が65歳に到達し、介護保険サービスへ移行となる場合には、サービス内容の違いや自己負担の発生など十分に説明し、円滑なサービスの利用や移行を推進します。



	取　組
	内　容

	⑩
	家族介護者に対する支援
	・障がいのある人を支援する家族介護者の休息の機会や、家族介護者同士で悩みなどを気軽に語り合える交流の場や機会について、関係機関と協力しながら、充実を図ります。

	⑪
	ヤングケアラー等の障がい者の家族支援の負担軽減
	・ヤングケアラーによる障がい者の家族支援について、相談や障がい福祉サービス等の情報提供による必要な支援につなげるとともに、子ども等における負担軽減を図るための障がい者の家事援助、短期入所等の必要なサービスの提供体制の確保に取り組みます。

	⑫
	ピアサポートの推進
	・障がいのある人の支援を強化するために、地域生活支援事業の活用によって、同じ課題や環境を体験する人の支援を推進します。

	⑬
	人材の育成・確保
	・障がいのある人の生活や就労などの支援を担う専門職について、その重要性や役割、養成の場や機会などに関する情報提供の充実を図りながら、人材の育成や確保のための取組を進めます。

	⑭
	福祉用具等の利用促進
	・障がいのある人に、介護用品の給付、福祉用具の貸与等を促進します。



２）地域移行の支援
	取　組
	内　容

	①
	地域移行支援・地域定着支援の充実
	・医療機関から退院した精神障がい者等の地域移行支援・地域定着支援のため、広川町障がい者等自立支援協議会と当事者・家族の参加による協議の場の充実を図り、障がい福祉サービスの充実や地域移行推進体制の整備を推進します。
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３）相談支援体制の構築
	取　組
	内　容

	①
	役場内の総合相談窓口の充実
	・障がいの種別や年齢を問わず、障がいのある人やその家族に対する相談窓口機能、保健・医療・福祉サービスのコーディネート、専門的な機関への紹介などの機能を備えた総合相談支援体制の充実を図ります。

	②
	障がい者相談員の体制の充実
	・身体障がい者相談員・知的障がい者相談員の知識向上、広報啓発を図り、体制の充実を図ります。

	③
	基幹相談支援センターの相談機能の充実
	・地域の相談支援の拠点として、広川町障がい者基幹相談支援センターシエルの相談業務、成年後見制度利用支援事業等の相談機能の充実を図ります。

	④
	広川町自立支援協議会の運営推進
	・令和２年度に設置した広川町障がい者等自立支援協議会の運営の推進を図ります。

	⑤
	難病相談支援センターの周知
	・福岡県が設置している難病相談支援センターの周知を行い、難病患者の利用を図ります。




４）障がいのある子どもに対する支援の充実
	取　組
	内　容

	①
	福岡県発達障がい者支援センターの周知、連携
	・発達が気になる児童と、その保護者に寄り添いながら、発達障がいに関する専門的な支援を行う福岡県発達障がい者支援センターの周知を図り、当該センターと連携し、発達障がいに関する支援を推進します。

	②
	発達障がい児等療育支援事業（医療連携型）の周知、連携
	・発達障がいのある児童等のライフステージに応じた療育指導、相談等を行い、障がい児（者）及びその保護者の地域生活を支援する福岡県発達障がい児等療育支援事業所（医療連携型）を周知し、連携を図ります。

	③
	保育所等での障がい児体制の整備
	・障がい児保育担当職員の確保や専門性向上を図るための研修の実施等を行い、ニーズを把握しながら、保育所等で障がい児の受け入れ体制の整備を図ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	④
	障がい児福祉サービスの充実
	・障がい児福祉サービス等に係る研修への職員の参加によりサービスの質の向上に努めます。
・医療的ケアが必要な障がい児の支援は、医療的ケア児等コーディネーター等による専門的な支援体制の整備を行います。

	⑤
	難聴児の早期発見、継続的な支援
	・福岡県が実施する児童発達支援センター等を活用した新生児聴覚検査から療育までの難聴児及びその家族への切れ目ない支援の充実を促進します。


[bookmark: _Toc500805257]
５）ボランティアの育成
	取　組
	内　容

	①
	地域におけるボランティア人材の拡充
	・ボランティア活動支援センターと連携し、ボランティア団体・個人の登録を進め、地域におけるボランティア人材の拡充を図ります。

	②
	くらしのサポーターの養成
	・社会福祉協議会が「くらしのサポーター養成講座」を開催し、福祉人材の発掘・育成を図ります。
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[image: ]５．保健・医療の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
障がいのある人が住み慣れた地域で生活を続けるためには、各種健康診査等による早期発見、早期治療・療育を行い、障がいの重度化を防ぐことが重要です。
そのため、健康相談、健康教育、妊婦健康診査、各種乳幼児健康診査など、各ライフステージに応じた疾病の予防と早期発見、町総ぐるみによる健康づくりの推進が求められています。
また、アンケート調査で、前述の差別や嫌な思いをした場所として「病院などの医療機関」が全体の17.9％あげられているように、健診時の医療従事者の障がいに配慮した対応や、病院での手話通訳者の配置など、医療機関における障がいへの理解や専門性の向上が求められています。さらに、障がいのある人が保健・医療サービスを安心して受けられるよう、各関係機関との連携による地域医療・地域リハビリテーションの充実が必要です。
アンケート調査では、国や県、広川町が障がい者福祉のために力を入れて欲しいこととして、「保健・医療・福祉の在宅サービスの充実」が全体の24.4％と、上位にあげられています。障がいのある人や難病を抱える人などが、心身ともに健康で自立した日常生活が送れるように、医療費の適切な助成について検討が必要です。
また、うつ病をはじめとする精神疾患が関係する自殺予防、高次脳機能障がいや自閉症等の発達障がい、難病を抱える人など、障がいの特性に応じた支援が必要です。
そのため、障がいのある人及びその家族等を対象とした医療や各種サービスの紹介、日常生活に係る相談支援体制の充実が求められます。
さらに、精神障がいや難病に対する理解の促進や、地域生活の定着に向けた地域交流や理解の普及啓発が求められます。

（２）施策の柱
１）障がいの原因となる疾病等の予防
２）保健・医療の充実
３）精神保健・医療の適切な提供
４）難病患者などへの支援の充実
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（３）今後の取組
１）障がいの原因となる疾病等の予防
	取　組
	内　容

	①
	乳幼児時期の障がい児の早期発見
	・乳幼児健診時に発達状況に関するアンケート調査を通じた聞き取りや、健診時の観察や診療医の所見などにより、療育の必要な乳幼児の早期発見に努めます。

	②
	早期療育への支援
	・療育の必要性がある乳幼児は、発達状況に応じて臨床心理士や療育専門員等による発達相談につなぎます。
・支援機関につながるまで、発達教室により、年齢を考慮した支援を行います。

	③
	新生児聴覚検査の実施
	・聴覚障がいは早期に発見され適切な支援を行うことで、聴覚障がいによる音声言語発達等への影響が最小限に抑えられるため、新生児を対象とした新生児聴覚検査を継続して実施します。

	④
	生活習慣病の予防・早期発見
	・特定健診・特定保健指導の充実により、脳血管疾患等の生活習慣病の予防と早期発見につなげます。

	⑤
	高齢者の障がい者への移行の予防
	・高齢者の介護予防や健康維持のため、介護予防教室・いきいき元気教室等を実施します。

	⑥
	心の健康づくりの推進
	・精神疾患等の予防のために、心の健康増進やストレス対策として心の健康づくり講座や健康教育を行います。



２）保健・医療の充実
	取　組
	内　容

	①
	地域医療体制の充実
	・病状や状況に応じた治療、障がいの実態にあったリハビリテーション等が適切に受けられるように医師会や広川町内の医療機関、周辺の市町及び県との連携により、広域的な医療体制の整備を図ります。

	②
	成人保健対策の充実
	・後遺症として身体障がい、視覚障がいや様々な内部障がいをきたす脳血管疾患、高血圧、糖尿病等の生活習慣病を予防するため、健康診査等への受診勧奨や疾病等に関する健康相談、健康教育活動を充実させます。

	③
	歯科疾患の予防による口腔の健康の維持・増進
	・定期的な歯科健診の受診や歯科医療を受けることが困難な障がい者への歯科疾患の予防等による口腔の維持・増進を図ります。
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３）精神保健・医療の適切な提供
	取　組
	内　容

	①
	精神疾患の早期受診と医療機関の連携促進
	・うつ病などの精神疾患の早期受診と早期発見の重要性についての普及啓発や相談支援の充実を図るとともに、精神科医療機関と他の医療機関との連携を進めます。

	②
	精神疾患の未受診・治療中断者等への支援
	・南筑後保健福祉環境事務所や医療機関などの関係機関、ならびに相談支援事業所などとの連携を強化し、未受診や治療中断者など、きめ細かい支援が必要な人に対応できる体制づくりを進めます。また、ひきこもり状態にある人やその家族への支援策のさらなる充実を図ります。

	③
	相談支援事業所などによる支援
	・相談支援事業所などによる利用者への日常的な関わりや、土日休日や夜間の対応など、精神障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう、関係機関と連携した支援体制づくりを進めます。

	④
	多職種によるアウトリーチの充実
	・在宅の精神障がいのある人に対する多職種によるアウトリーチの充実を図ります。



４）難病患者などへの支援の充実
	取　組
	内　　容

	①
	専門的な情報提供や相談支援の強化
	・医療機関と協力しながら、専門的な情報提供や相談支援の強化に努めます。また、必要に応じ「福岡県難病相談支援センター」につなぎます。

	②
	地域ケア体制の充実
	・難病患者とその家族の療養上の不安や介護の負担を軽減するなど、適切な在宅支援を行うため、保健および医療、福祉が連携した地域ケア体制の充実に努めます。

	③
	医療的ケア児およびその家族への包括的な支援
	・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年９月施行）に基づき、地域において包括的な支援が受けられるように、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携促進に努めます。

	④
	小児慢性特定疾病児童の相談支援の充実
	・小児慢性特定疾病児童等が社会生活を行う上での自立を促進するために相談支援等の充実を図ります。
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[bookmark: _Toc161738762][image: ]  基本目標３ 　安心して生活できるまちづくり　　　
[bookmark: _Toc161738763]６．生活環境の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
本町では、障がいのある人やその家族が地域で安心した生活を送れるよう、住宅の改修費用の助成や各種制度の周知・活用の促進、バリアフリー化された公営住宅の確保などが求められます。
アンケート調査によると、外出時に困ることとして、「公共交通機関が少ない（ない）」が17.1％の人からあげられており、次いで「外出にお金がかかる」15.8％、「道路に階段や段差が多い」が15.6％、「困った時にどうすればいいのか心配」が15.3％となっています。
障がいのある人の日常の社会活動を支え、住み慣れた地域で安全に安心して暮らしていくためには、移動手段の確保、公共交通機関の利便性の向上が必要です。
さらに、日頃、利用する公共施設等のバリアフリー化や、障がいの有無に限らず、全ての人が施設を利用しやすいように、新庁舎建設で実施されたユニバーサルデザインが求められます。
[image: ]また、障がいのある人が通行しやすい道路環境が必要であり、本町ではこれまで着実に整備を進めてきましたが、前述のアンケートの結果も踏まえ、今後さらに、歩行者空間の確保や段差の解消、バリアフリー型信号機・道路標識等の整備、区域設定による速度抑制等が求められます。
＜　外出時に困ること　＞















[image: ]資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）生活しやすい住宅の確保
２）移動しやすい環境の整備
３）利用しやすさに配慮した公共施設等の整備
４）障がいのある人に配慮したまちづくりの総合的な推進

（３）今後の取組
１）生活しやすい住宅の確保
	取　組
	内　容

	①
	住宅改修の支援
	・個人の住宅の段差解消やスロープ・手すりの設置、トイレ改修等には、住宅改修費給付事業や住宅改造助成事業、社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付制度の周知・活用を図り、障がい者向け住宅の改修・改造に関する情報提供や援助・助言を行います。

	②
	公営住宅の整備
	・公営住宅等における車椅子の通行幅の確保、段差解消、手すりやスロープの設置等、障がいのある人等に配慮した整備を推進します。



２）移動しやすい環境の整備
	取　組
	内　容

	①
	移動支援体制の構築
	・障がいのある人の社会参加を促進するために、ボランティアやＮＰＯ法人等の協力のもと、移動サービスの実施などの移動支援体制を構築します。

	②
	公共交通機関の整備
	・地域内の公共交通問題の改善策として、町内を運行するふれあいタクシーの運用方法について、適宜検討します。



３）利用しやすさに配慮した公共施設等の整備
	取　組
	内　容

	①
	公共施設等のバリアフリー化の推進
	・公共施設等の出入り口、廊下、トイレ等についてスロープや手すりの設置等、障がいのある人に配慮した整備を行います。
・建築物の新築等においては、「高齢者、障害者等の移動の円滑化に関する法律（バリアフリー法）」に適合した整備を実施します。

	②
	小規模店舗のバリアフリー化促進
	・バリアフリー法施行令の改正（令和３年10月1日施行）に基づき小規模店舗のバリアフリー化の促進を検討します。
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	取　組
	内　容

	③
	ふくおか・まごころ駐車場の普及・啓発
	・福岡県の「ふくおか・まごころ駐車場」の制度の普及を図り、障がいのある人の利用証の申請を促進するとともに、身体障がい者用駐車場を管理している事業者への登録を促進し、適正な利用を啓発します。

	④
	公共の場における福祉環境の広報啓発活動の強化
	・点字誘導ブロック上に物を置かないことや身体障がい者用駐車スペースの適切な利用について、広報啓発活動を強化していくとともに、公共施設では、利便性が高い場所に余裕を持った適切な駐車スペースの確保を進めます。



４）障がいのある人に配慮したまちづくりの総合的な推進
	取　組
	内　容

	①
	道路環境の整備
	・障がいのある人の歩行の安全を確保し、事故を防止するため、歩道の確保や段差の解消、障害物の撤去、視覚障がい者誘導用のブロックの設置等を計画的に整備します。
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[bookmark: _Toc161738764][image: ]７．防災・防犯等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
本町では、広川町地域防災計画に基づき「広川町ハザードマップ」を町のホームぺージで閲覧できるようにしています。
本町では、令和５年７月の集中豪雨により、各地に甚大な被害を被っています。また、平成17年に福岡県西方沖地震が発生し、平成28年の熊本地震など隣接県においても地震災害が起こっており、大雨による自然災害は近年多発しています。
このため、防災訓練等を通じて障がいのある人を含む地域住民の防災意識の向上とともに、自主防災組織により地域の防災体制の強化を進めています。
また、避難行動要支援者に対し、防災無線、メール（エリア）配信や自主防災組織の連絡網などを利用し、正確かつ迅速な情報提供の実施に努めています。平成27年度には、「広川町情報（防災）配信サービス」を導入し、携帯端末機へのメール配信以外に、視覚障がいのある人や携帯電話を持たない人に対して、電話やファックスで音声や文字により情報を配信しています。今後も取組の周知と利用者拡大に努めます。
アンケート調査では、災害時に一人で避難できる人は、全体の38.4％と限られており、「安全なところまで、迅速に避難することができない」人が全体の42.2％となっています。本町では、避難行動要支援者支援制度に基づき、災害時要援護者台帳を作成し、避難支援の対象となる人の個別支援計画を作成し、緊急時の連絡体制に努めていますが、さらに取組を進める必要があります。
また、アンケートでは、「避難所でのその他の設備や生活環境が不安」とする回答が全体の37.5％となっており、災害時には、障がいに応じた配慮等のもとに関係機関と連携して福祉避難所の整備を行うとともに、障がいのある人の避難誘導から避難所生活を地域で支える体制が求められます。
近年、障がいのある人が犯罪や事故に巻き込まれるケースも多く、防犯意識を向上させる取組が必要です。さらに、地域住民による日常的な見守りは、犯罪を未然に防ぐことに有効であるため、警察や関係機関、地域住民、関係団体との連携した取組が求められます。
[image: ]＜　災害時に一人で避難できますか　＞
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[image: ]資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

[image: ]＜　災害が起こった場合に困ること　＞


















＜　避難行動要支援者に対する必要な取組　＞
　＞
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[image: ]資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）防災対策の推進
２）災害時の支援体制の確立
３）防犯対策の推進

（３）今後の取組
１）防災対策の推進
	取　組
	内　容

	①
	障がい者のハザードマップ等の活用支援
	・「広川町ハザードマップ」を活用し、日頃から、避難場所や避難経路について認識を深めます。
・障がい者のお住い周辺の災害の危険度や避難経路等に関する情報をハザードマップから得るための支援を検討します。
・テレビのｄボタンによる災害情報の取得を促進します。

	②
	防災訓練の実施
	・住民同士で助け合いがなされるよう、地域ごとに防災訓練を実施し、防災に対する住民の意識を形成し、障がいのある人自身が防災訓練に参加することで、災害時のスムーズな避難を促進します。



２）災害時の支援体制の確立
	取　組
	内　容

	①
	広川町情報（防災）配信サービスの周知
	・災害時の避難行動に関する情報伝達について、携帯端末にメール配信するととともに、電話やファックスなどを活用し、障がいの特性に応じた方法を工夫し、その利用を促すための周知を図ります。

	②
	災害避難行動要支援者制度の推進
	・避難行動要支援者の個別の支援計画に基づき、民生委員やボランティアと連携し、対象となる人の把握や緊急時の連絡体制の強化に努めます。

	③
	避難場所での障がい者への配慮
	・福祉避難所を充実し、障がいのある人が災害時に安心して過ごせる居場所づくりを行います。
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３）防犯対策の推進
	取　組
	内　容

	①
	防犯活動の充実
	・障がいのある人が振り込め詐欺などの消費者被害や街頭犯罪などの、いわゆる悪徳商法の被害にあわないよう、警察などと連携しながら防犯対策の強化を進めるとともに、地域における防犯活動の充実を図ります。

	②
	消費生活相談窓口の活用促進
	・障がいのある人への消費者トラブルを未然に防止し、早期発見・早期対応を図るため、消費生活相談窓口等の関係機関と連携を図ります。

	③
	110番アプリシステムの周知
	・聴覚に障がいのある人など、音声による110番通報が困難な方が、スマートフォンなどを利用して、福岡県警察本部に通報できる「110番アプリシステム」について、周知を図ります。
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[bookmark: _Toc161738765][image: ]  基本目標４ 　社会活動できるまちづくり　　　　　　　　　
[bookmark: _Toc161738766] ８．療育と教育の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
子どもたちは、様々な特性や個性を持ちつつ、その子らしい豊かな発達過程を歩んで成長していきます。特に、学校教育現場では、障がいのある児童生徒について、その子の可能性を最大限に伸ばし、社会参加や自立の促進を図るため、一人ひとりの障がいの状態や能力・適性等に応じた教育を推進していく必要があります。
本町では、令和４年度に特別支援学級が小学校に11クラス、中学校に３クラス設置されています。学校内においては、可能な限り共に教育を受けることのできる仕組みを目指しています。
今後も、障がいの有無によって分け隔てられることなく、共に学び、共に遊ぶ機会をつくり、個性を尊重し合う共生社会の実現に向けたインクルーシブ（包み込む）教育の推進が求められています。
本町では、保健・福祉・教育関係部署が連携し、情報共有を図るとともに、小・中学校のそれぞれに特別支援教育コーディネーターを選任し、保護者や本人の就学相談に応じています。しかし、アンケート調査では、保護者から通園・通学で困っていることとして「友人関係を築くのが難しい」との回答が全体の28.6％あり、「障がい教育や障がいなどに関する専門知識を持った人が少ない・ない」が19.0％あげられています。また、保育所・幼稚園や学校などの通園・通学先に保護者が望むこととして「能力や障がいの状況にあった支援をしてほしい」が38.1％あげられており、「就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい」と「関係機関などと連携を密にしてほしい」が28.6％と同じ割合であげられています。
このため、早期の段階から保護者の様々な疑問に答えられるように、教職員の障がい教育等の専門性を高めることや相談支援体制を充実させる必要があります。
また、安心して充実した学校生活を送ることができるよう、学校施設及び教育環境のバリアフリー化が求められています。
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[image: ]＜　通園・通学していて困っていること　＞


















＜　通園・通学先に望むこと　＞
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資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）
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（２）施策の柱
１）インクルーシブ教育の推進
２）切れ目のない教育支援体制の整備
３）教育施設の整備

（３）今後の取組
１）インクルーシブ教育の推進
	取　組
	内　容

	①
	特別支援教育の充実
	・障がいの有無に関わらず児童生徒が地域社会と交流する学習機会を拡充し、障がいへの理解と啓発を深めるとともに、地域に開かれ、地域に支えられた障がい児教育の充実に努めます。

	②
	校内支援体制の構築
	・特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制を構築し、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の専門家や、特別支援教育支援員の活用を図ることで、学校が組織として、障がいのある児童生徒の多様なニーズに応じた支援を提供できるように努めます。



[image: ]２）切れ目のない教育支援体制の整備
	取　組
	内　容

	①
	早期からの教育相談・支援体制の充実
	・医療・保健・福祉等の連携のもと、乳幼児に対する健康診査や就学時の健康診断等の結果等を踏まえ、本人や保護者に対する早期からの教育相談・支援体制の充実を図ります。

	②
	就学前から卒業後までの切れ目のない教育支援
	・障がいのある児童生徒が、一貫した教育支援が受けられるよう、保護者や関係者が連携して成長を記録する「ふくおか就学サポートノート」（福岡県提供）を作成し利用を促進します。

	③
	教育の充実
	・子どもたち一人ひとりの能力が最大限に発揮できるよう、個別の指導計画や教育支援計画を活用し、子どもたちが合理的配慮のもとで、教育の提供を受けながら、適切な指導や必要な支援を受けられるようにします。

	④
	教職員の専門性の向上
	・障がいのある児童生徒の教育における教職員の役割の重要性を踏まえ、教育形態に応じた専門的研修の一層の推進に努めます。
・全ての教職員が障がいのある児童生徒を正しく理解・認識するため、校内の情報共有や指導体制を確立します。

	⑤
	いじめ等の防止や早期発見
	・「いじめ防止等のための基本的な方針」（平成25年10月）等を踏まえ、障がいのある幼児、児童、生徒が関わるいじめ等の防止や早期発見等の措置を講じます。





	取　組
	内　容

	⑥
	相談体制の充実
	・就学相談では、障がいのある児童生徒の実態を的確に把握するとともに、保護者の様々な疑問に応えるような情報を提供します。



３）教育施設の整備
	取　組
	内　容

	①
	バリアフリーに配慮した教育施設の整備
	・障がいのある児童生徒が学校での学習や生活面で支障をきたさないよう、トイレの洋式化、多目的トイレやスロープの設置などのバリアフリー化や、介助者などの人的配置の充実を図ります。
・災害時の避難場所としての利用も考慮し、学校教育施設のバリアフリー化を進めます。
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[image: ]９．雇用と就労の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
障がいのある人が地域社会で自立した生活を営み生きがいのある生活を送る上で、就労による社会経済活動の役割は重要な意義を持っています。
このため、雇用と職場定着に向けて、ハローワーク（公共職業安定所）や障害者就業・生活支援センター、就労支援事業所等をはじめとする地域の関係機関が密接に連携して、職場実習の推進や雇用前の雇入れ支援、雇用後の職場定着支援までの総合的な就労支援が求められます。
精神障がいのある人の就労を支援する担い手として、同じ職場で働く同僚の「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」（労働局実施）への参加が望まれます。
アンケート調査では、「正社員・正規職員として働いている」が12.1％、「パート・アルバイト、臨時雇用等」が8.9％で、合わせて21.0％が一般就労となっており、第３期計画時より1.3ポイント増加しています。今後の就労意向も「働きたい」が33.2％で第３期計画時より、2.2ポイント増加しています。
障がい者の就労支援として必要なことは、「職場の上司や同僚が障がいのことを理解してくれること」が35.9％と最も高く、次いで「職場の障がい者に対する理解」が33.4％となっており、障がい者への理解が重要であることがわかります。どのようなところで働きたいかの設問では、「現在と同じところ」が50.0％と最も多く、周囲の理解など就労環境が良ければ、定着の可能性が高いことがうかがわれます。そのため、職場の人の障がい者への理解を深める必要があります。
また、雇用を促進するために、一般企業等における「障害者雇用率制度」の達成や「障害者優先調達推進法」に基づく障がい者就労施設等の提供する物品・サービスの優先購入の制度の推進が求められます。
さらに、就労継続支援A型事業所における就労の質を向上させるため、「障害者総合支援法」に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する適正基準の確保や、就労継続支援B型事業所も含む工賃の向上を図る必要があります。
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＜　現在の就労状況・雇用形態　＞
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[image: ]＜　今後の就労意向　＞









＜　どのようなところで働きたいか　＞
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[image: ]＜　障がい者の就労支援として必要なこと　＞
















資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）職場定着までの就労支援
２）障がい特性に応じた就労支援
３）障がい者雇用の促進
４）福祉的就労の底上げ
５）経済的自立支援

（３）今後の取組
１）職場定着までの就労支援
	取　組
	内　容

	①
	ハローワークによる職業支援
	・ハローワークが実施する障がい者の特別相談、巡回職
業相談や障害者社会復帰連絡会議の開催等に積極的な協力と参加を促進します。

	②
	就労前から職場定着支援まで一貫した支援
	・ハローワークや障害者就業・生活支援センターなどの
地域の関係機関が密接に連携し、就労意欲のある障がいのある人が職場定着するまでの一貫した支援を実施します。

	③
	関連施設や関係機関との連携強化
	・広川町障がい者等自立支援協議会の中で組織される就労支援ネットワーク部会と連携を図り、障がい者の雇用促進に努めます。
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２）障がい特性に応じた就労支援
	取　組
	内　容

	①
	障がい特性に応じた就労支援
	・多様な障がい特性に応じた就労支援を充実・強化し、障がい者の雇用の拡大と就労定着支援を図ります。

	②
	就労アセスメントの推進
	・障害者総合支援法に基づく就労選択支援を活用し、障がい者の希望、就労能力や適性に合った選択を支援します。また、事業者との調整を図りながら、一般就労や就労系障害福祉サービスの利用を図ります。

	③
	多様な就業機会の確保
	・短時間労働や在宅就業、自営業など障がい者が多様な
働き方を選択できる環境を整備するとともに、ＩＣＴを活用したテレワーク等の普及・拡大を図ります。

	④
	物品・サービスの優先購入（調達）
	・「障害者優先調達推進法」に基づき、町や行政機関等の障がい者就労施設等の提供する物品・サービスの優先購入（調達）を推進します。



３）障がい者雇用の促進
	取　組
	内　容

	①
	精神障がい者の雇用促進
	・「障害者雇用促進法」による精神障がい者雇用の義務化を踏まえ、精神障がい者の雇用について企業への理解促進に努め、雇用の促進を図ります。

	②
	法定雇用率の達成
	・民間企業及び役場職員の採用については、法定雇用率の達成はもとより、特別枠の障がい者の採用、雇用率の目標値等により雇用機会の拡大を図ります。

	③
	事業所・団体に対する支援
	・町内において障がいのある人の雇用を推進している事業所や団体の支援の取組を検討します。

	④
	精神・発達障害者しごとサポーター養成講座の周知
	・労働局が実施する精神・発達障害者しごとサポーター養成講座の周知を行います。



４）福祉的就労の底上げ
	取　組
	内　容

	①
	就労の場の確保
	・一般的な雇用が困難な障がいのある人に対しては、就労移行支援及び就労継続支援事業所の新設・拡大等を進め、就労の場の確保に努めます。

	②
	工賃の向上
	・事業所の経営力強化に向けた支援や、共同受注化など、官民一体となった取組の推進により、就労継続支援事業所の工賃の向上を図ります。



５）経[image: ]済的自立支援
	取　組
	内　容

	①
	制度の周知・利用促進
	・障がい者が地域で質の高い自立した生活を営むことができるように、年金や諸手当、障がい福祉サービスにおける利用者の負担軽減など各種支援制度の周知に努め、利用を促進します。
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[image: ]10．文化芸術活動・スポーツ等の参加促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）現況と課題
障がいのある人が個性ある創作活動や学習活動、スポーツ等を通して、就労や趣味の世界を広げ、自ら希望することを実現し、人生を豊かなものにすることが期待されます。
アンケート調査では、障がいのある人が今後してみたいことは、18歳以上では、「その他の趣味やサークル活動」が12.6％で最も多く、次いで「スポーツ活動」が7.7％となっています。これに対し、18歳未満は、「障がい者が活動している場所への参加」「スポーツ活動」「その他の趣味やサークル活動」となっており、障がい児は、多様な活動に参加意欲があることがわかります。
また、してみたいことを実現するために必要なこととして、18歳以上は「一緒に参加する仲間がいること」が17.3％、「近くに活動の場所があること」が16.6％となっており、「興味のある活動があること」が15.8％、「障がいへの配慮があること」が15.6％とほぼ同じ値となっています。一方、18歳未満は、「障がいへの配慮があること」が52.4％と最も高く、次いで「興味のある活動があること」が38.1％となっており、障がいへの配慮が重要とされていることがわかります。
そのため、障がいのある人の年齢や障がいの特性に応じた活動が行える環境が求められており、特に、障がい児は、アンケートから多様な活動への希望があることから、障がいへの配慮を念頭に置く必要があります。また、18歳以上では、障がいへの配慮の他に一緒に参加する仲間、近くの活動の場など条件を整えていく必要があります。
また、文化芸術活動、スポーツやレクリエーションへの参加は、障がいのある人の自立と社会参加の促進に大きく寄与するものと言えます。さらに、共に活動に参加する住民への障がいに対する理解と認識を深めることも期待されます。特に、スポーツについては、障がいのある人の体力の増強や交流、余暇の充実等が図られるため、からだと心の両方の健康増進という観点からも大きな意義があります。
　このため、障がいのある人の生きがいづくりや生活の質の向上を目的に、障がいへの合理的配慮の下、障がいのある人が気軽に参加できる多様な文化芸術、スポーツ活動などの参加の機会や、活動における環境整備、仲間づくり、活動を支える人材育成が求められます。
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＜　今後してみたいこと　＞
＜　してみたいことを実現するために必要なこと　＞
【18歳以上】
【18歳以上】
【18歳未満】
【18歳未満】
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資料：広川町障がい福祉に関するアンケート調査（令和５年12月）

（２）施策の柱
１）生涯活動の振興
２）文化芸術活動の振興
３）スポーツ活動の振興
４）活動団体の支援
５）ボランティアの人材育成と活動の支援

（３）今後の取組
１）生涯学習の振興
	取　組
	内　容

	①
	生涯学習活動の充実
	・家庭・学校・地域の関係機関団体等との連携により、文化・スポーツ・レクリエーション活動等、様々な場面で学習の機会を創出し、生涯学習活動の充実に努めます。
・誰もが参加しやすい講座や教室の充実を図り、生涯学
習の支援・充実に取り組みます。

	②
	読書環境の整備促進
	・広川町立図書館における障がい者の読書環境の整備を促進します。

	③
	地域学校協働活動の推進
	・地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子どもの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を推進し、障がいのある子どもたちの放課後や土曜日等の学習・体験プログラムの充実等を促進します。




２）文化芸術活動の振興
	取　組
	内　容

	①
	文化芸術活動への参加促進
	・町民交流センター等における障がいのある人の音楽、絵画、演劇、書道などの文化活動や各イベント等への作品展示を進め、文化活動への参加機会の確保に努めます。

	②
	文化芸術活動の支援
	・障がいのある人が地域において、文化芸術活動に親しむことができるよう、施設や設備の整備などを進めるとともに、文化芸術活動に関する取組を支援します。
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３）スポーツ活動の振興
	取　組
	内　容

	①
	住民に対する啓発活動
	・住民に対して、障がい者スポーツ事業への理解と協力を呼びかけ、参加の促進を図る啓発活動を積極的に展開します。

	②
	誰もが参加できるスポーツイベントの開催
	・障がいの有無に関わらず、全ての住民が参加できるスポーツイベントの開催により、障がいのある人の体力増強だけではなく、住民との交流機会の場を創出します。

	③
	スポーツに親しめる環境の整備
	・障がいのある人がスポーツに親しむことができる施設・設備の整備等を進めるとともに、障がいのある人のスポーツに関する人材の養成及び活用の推進を図ります。



４）活動団体の支援
	取　組
	内　容

	①
	活動に対する情報発信の支援
	・障がいのある人やその家族の団体が取り組む活動の情報発信を支援し、団体への新規加入者の勧誘を応援するとともに、住民や事業者などに対し、活動への理解や行事への参加を促進します。

	②
	団体への活動支援
	・障がいのある人やその家族の団体の主体性を尊重しながら、団体の活動を促進します。



５）ボランティアの人材育成と活動の支援
	取　組
	内　容

	①
	ボランティアの人材育成の充実
	・障がいのある人の社会参加を促すため、コミュニケーション支援や移動支援などに関わるボランティアの育成について、関係機関と協力しながら進めます。

	②
	ボランティア活動団体への支援
	・コミュニケーション支援や移動支援などに関わるボランティア活動を行っている団体について、関係機関と協力しながら活動の場所の提供等について支援します。
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[bookmark: _Toc161738769]第６章　計画の推進体制
[bookmark: _Toc161738770]１．計画の推進体制の確立
（１）地域の連携
障がいのある人が地域で暮らし続けるためには、障がいのある人が自立し、障がいのある人と地域住民が支え合って住みやすい地域づくりを進めることが必要です。このため、地域住民、地域福祉を推進する社会福祉協議会、民生委員・児童委員、障がい者関係団体、サービス提供事業者、保健医療機関、ボランティア等の民間団体・機関の協働した取組が必要であり、地域住民、団体・機関がネットワークを構築し、連携して取組を進める体制づくりを目指します。

（２）町関係課、関係機関の連携
本計画の施策は、人権、情報、生活支援、福祉・保健、生活環境、防災・防犯、教育、雇用・就業、生涯学習、文化・スポーツ等、広範囲な分野にわたっています。したがって、関係課・関係機関と連携し、調整を図りながら推進していくものとします。

（３）近隣自治体との連携
国や県が主体となって実施する事業や、圏域で取り組む事業もあるため、広域的な対応が必要な施策については、近隣市町と連携を図ってその実現に努めます。また、国・県には、行財政上の措置に関する要請を必要に応じて行います。
[bookmark: _Toc161738771]２．広報・啓発活動の推進 
本計画について、町の広報紙やホームページ等で周知を図るとともに、障がいのある人と地域住民、関係団体等が協力して実施できるように、障がいや障がいのある人に対する理解を深める取組を推進します。
[bookmark: _Toc161738772]３．進捗状況の管理及び評価
次期障がい者基本計画策定時に、ＰＤＣＡサイクルによって本計画の施策の実施状況を把握し、施策の達成状況を検証し、本計画の評価・見直しを行います。
社会情勢の変化等により本計画の変更の必要性が生じた場合は、計画期間の途中にあっても、本計画を柔軟に見直すこととします。
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[bookmark: _Toc161738773]資料編
[bookmark: _Toc161738774]１．広川町障害者基本計画及び障害福祉計画策定委員会規則
平成18年10月20日
規則第27号
改正　平成25年３月28日規則第２号
平成27年７月３日規則第13号
平成28年３月23日規則第４号
令和２年３月31日規則第23号
令和２年９月25日規則第31号
（設置）
第１条　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第88条及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の20の規定に基づき、広川町障害者基本計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、広川町障害者基本計画及び障害福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（掌握事項）
第２条　委員会は、町長の諮問に応じて、次に掲げる事項について協議し、その結果を町長に答申する。
（１）計画策定に関すること
（２）その他の計画策定に関し必要な事項
（組織）
第３条　委員会は、15人以内の委員をもって組織し、委員には次に掲げるもののうちから町長が委嘱する。
（ １ ）町内医療機関の代表者
（ ２ ）町内障害者福祉施設の代表者
（ ３ ）広川町社会福祉協議会の代表者
（ ４ ）広川町議会議員の代表者
（ ５ ）広川町民生委員児童委員協議会の代表者
（ ６ ）広川町身体障害者相談員
（ ７ ）広川町知的障害者相談員
（ ８ ）広川町教育委員会の代表者
（ ９ ）町民の代表者
（１０）前各号に掲げるもののほか町長が必要と認める者
（委員の任期）
第４条　委員の任期は、第２条の規定による計画書が完成するまでの日とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任することができる。
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（会長及び副会長）
第５条　委員会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
２　会長は、会務を総理し、委員会を代表する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は、会長が欠けたときは、その職務を代理する。
（委員会の招集）
第６条　委員会は、会長が必要に応じて招集する。
（庶務）
第７条　委員会の庶務は、福祉課において処理する。

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行し、平成18年10月１日から適用する。
　　　附　則（平成25年３月28日規則第２号）
　この規則は、公布の日から施行し、平成25年４月１日から適用する。
　　　附　則（平成27年７月３日規則第13号）
　この規則は、平成27年７月６日から適用する。
　　　附　則（平成28年３月23日規則第４号）
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　附　則（令和２年３月31日規則第23号）
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和２年９月25日規則第31号）
　この規則は、令和２年９月１日より施行する。
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[bookmark: _Toc161738775]２．広川町障害者基本計画及び障害福祉計画策定委員会委員名簿
	役職名
	機関・団体名
	氏名

	会　長
	広川町議会厚生文教常任委員長（前任）
	丸山　修二
（令和５年12月31日まで）

	
	広川町議会厚生文教常任委員長（後任）
	丸山　幸弘
（令和６年１月１日から）

	副会長
	広川町障害者相談員（身体）
	松本　一義

	
	医療法人繁桜会　馬場病院
	馬場　敦子

	
	社会福祉法人　新世会　サングリーン
	堀　善彦

	
	合同会社 きずな　ヘルパーステーション てtoて
	竹下　儀寿

	
	（株）ハートアップ　カラーズFC広川町
	渡邊　智哉

	
	広川町社会福祉協議会　地域福祉係
	陶山　美智子

	
	広川町民生委員児童委員協議会　副会長
	御手洗　信行

	
	広川町民生委員児童委員協議会　主任児童委員
	塩澄　文子

	
	広川町障害者相談員（知的）
	久保田　淳妹

	
	広川町教育委員会　子ども課　学校教育係長
	鬼塚　慧

	
	広川住民代表　広川町障害者相談員（身体）
	髙橋　和子

	
	八女地区障害者地域生活支援拠点センターすいれん
総合コーディネーター
	大池　慶介

	
	広川町障がい者基幹相談支援センター シエル
	野中　菜穂恵
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[bookmark: _Toc161738776]３．策定経過
	期　　日
	内　　容

	【第１回策定委員会】
令和５年11月16日
	１　委員への委嘱状の交付及び会長、副会長の選任
２　第４期広川町障がい者基本計画、第７期広川町障がい福祉計画及び第３期広川町障がい児福祉計画の策定について
３　計画策定のスケジュールについて
４　アンケート調査について

	令和５年11月29日
～12月22日
	アンケート調査の実施

	令和６年１月～２月
	関係団体・事業所アンケートの実施

	【第２回策定委員会】
令和６年２月16日
	１　アンケート報告について
２　第４期広川町障がい者基本計画（素案）について
３　第７期広川町障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画（素案）について
４　今後の日程について

	令和６年２月22日
～３月８日
	パブリックコメント

	【第３回策定委員会】
令和６年３月12日
	１　第４期広川町障がい者基本計画（素案）について
２　第７期広川町障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画（素案）について
３　今後の日程について
４　委員会答申
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身体障がい(n=299)

知的障がい(n=65)

精神障がい(n=55)

重複障がい(n=37)

一人暮らし(n=53)

家族と同居(n=259)

グループホーム(n=13)

福祉施設入所(n=54)

入院(n=11)

その他(n=5)

一般の住宅でひとり暮らしをしたい 家族と一緒に生活したい

グループホームで生活したい 障がい者や高齢者向けの施設で生活したい

医療的ケアを受け病院で生活したい わからない

その他

無回答

無回答
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9.2

8.9

54.5

53.3

2.7

3.0

10.6

6.3

1.7

2.2

14.6

18.1

1.7

2.6

5.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(N=404)

前回(N=764)

一般の住宅でひとり暮らしをしたい 家族と一緒に生活したい

グループホームで生活したい 障がい者や高齢者向けの施設で生活したい

医療的ケアを受け病院で生活したい わからない

その他

無回答

無回答
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28.2

24.8

34.9

13.1

51.5

22.8

21.8

2.5

34.7

25.4

37.2

12.4

52.9

25.9

21.1

4.2

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

在宅で医療的ケアなどが適切に受けられること

障がい者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用できること

生活訓練などの充実

経済的な負担の軽減

相談対応などの充実

地域住民などの理解

その他

今回(N=404) 前回(N=764)
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38.4

34.9

22.7

13.8

6.1

12.4

24.4

11.7

14.3

12.9

5.2

9.8

9.6

23.7

6.1

12.2

7.5

16.6

15.9

25.8

2.1

41.9

33.0

27.5

15.4

8.7

14.0

23.6

10.7

13.4

14.5

7.1

13.9

10.4

28.7

7.8

13.9

8.2

17.0

17.2

21.9

2.2

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

身近なところで相談ができる相談体制の充実

サービス利用手続きの簡素化

行政からの情報提供の充実

保健福祉の専門的な人材育成と資質向上

参加しやすいサークル、文化活動等の充実

障がいのある人を支援するボランティア活動の充実

保健・医療・福祉の在宅サービスの充実

医師や専門職員による訪問指導の充実

重度の人のための入所施設の整備

リハビリ・訓練などの通所施設の整備

個性を生かした保育・教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

仲間が集まることができる場の確保

トイレなど利用しやすい公共施設の整備やバリアフリー

に対応した施設への改善

住民同士がふれあう機会や場の充実

道路・建物などの整備・改善

公営住宅等の住まいの確保

災害時の避難誘導体制の整備

差別や偏見をなくす教育や広報活動の充実

交通機関の充実

その他

全体(N=427) 前回(N=819)
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12.1

15.6

2.0

10.6

3.7

15.8

7.4

10.1

15.3

4.5

31.7

19.8

11.6

19.2

5.2

11.9

4.2

14.8

6.9

10.3

14.0

5.2

32.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

公共交通機関が少ない(ない)

バスの乗り降りが困難

道路に階段や段差が多い

乗換えの方法がわかりにくい

外出先の建物の設備が不便(通路、トイレ、エレベーターなど)

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変化が心配

困った時にどうすればいいのか心配

その他

困ったことはない

18歳以上(N=404) 前回(N=764)
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42.5

83.3

63.6

66.7
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40.0

27.3

27.7

25.0

35.2

44.4

37.1

64.6

27.6

55.8

22.6

25.5

53.8

88.9

90.9

40.0

18.3

14.6

21.3

16.7

27.3

16.7

50.0

25.0

26.7

27.3

21.3

3.1

11.4

19.5

17.1

13.9

34.5

19.2

32.1

19.7

23.1

1.9

0.0

20.0

4.4

3.3

5.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.1

3.1

4.5

7.1

5.3

0.0

1.7

0.0

7.5

5.0

0.0

1.9

9.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=427)

男性(n=212)

女性(n=207)

6歳未満(n=6)

6歳以上15歳未満(n=11)

15歳以上18歳未満(n=6)

18歳以上20歳未満(n=2)

20歳以上30歳未満(n=12)

30歳以上40歳未満(n=15)

40歳以上50歳未満(n=33)

50歳以上60歳未満(n=47)

60歳以上65歳未満(n=32)

65歳以上75歳未満(n=88)

75歳以上(n=169)

身体障がい者(n=321)

知的障がい者(n=79)

精神障がい者(n=58)

重複障がい者(n=52)

一人暮らし(n=53)

家族と同居(n=259)

グループホーム(n=13)

福祉施設入所(n=54)

入院(n=11)

その他(n=5)

できる できない わからない

無回答

無回答
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40.0

27.3
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35.2

44.4

37.1

64.6

27.6

55.8

18.3

14.6

21.3

16.7

27.3

16.7

50.0

25.0

26.7

27.3

21.3

3.1

11.4

19.5

17.1

13.9

34.5

19.2

4.4

3.3

5.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.1

3.1

4.5

7.1

5.3

0.0

1.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=427)

男性(n=212)

女性(n=207)

6歳未満(n=6)

6歳以上15歳未満(n=11)

15歳以上18歳未満(n=6)

18歳以上20歳未満(n=2)

20歳以上30歳未満(n=12)

30歳以上40歳未満(n=15)

40歳以上50歳未満(n=33)

50歳以上60歳未満(n=47)

60歳以上65歳未満(n=32)

65歳以上75歳未満(n=88)

75歳以上(n=169)

身体障がい者(n=321)

知的障がい者(n=79)

精神障がい者(n=58)

重複障がい者(n=52)

できる できない わからない

無回答

無回答
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37.2

6.8

7.0

18.7

42.2

16.9

17.3

31.1

37.5

3.3

13.6

34.1

6.5

7.6

16.1

38.5

17.7

16.6

30.2

35.5

3.2

14.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

投薬や治療が受けられない

補装具の使用が困難になる

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる

救助を求めることができない

安全なところまで、迅速に避難することができない

被害状況、避難場所の情報が入手できない

周囲とコミュニケーションがとれない

避難場所のトイレ

避難場所のその他の設備や生活環境が不安

その他

特にない

全体(N=427) 前回(N=819)
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19.4

23.9

19.4

23.2

41.9

6.1

6.3

11.0

1.2

15.7

44.7

18.9

22.3

20.8

28.0

43.6

8.9

5.4

14.4

1.0

13.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

地域・近所での日頃からの協力体制づくり

災害時の情報の伝え方の工夫

災害時の生活支援体制の確立

災害時の専門的な医療体制の確保

障がいのある人を避難誘導する体制づくり

障がい者や高齢者に配慮した避難所の整備

避難訓練の実施など、地域住民との交流

災害ボランティアの受入体制の整備

避難行動要支援者のための支援物資の備蓄

その他

特にない(わからない)

全体(N=427) 前回(N=819)
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14.3
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4.8

42.9

1.8

5.5

0.0

1.8

1.8

9.1

0.0

0.0

7.3

7.3

0.0

7.3

36.4

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

通うのがたいへん

授業についていけない

まわりの生徒たちの理解が得られない

まわりの人(生徒以外)たちの理解が得られない

進路指導が不十分

障がい教育や療育などに関する専門知識を持った人が少ない・いない

トイレなどの施設が整っていない

介助体制が十分でない

先生の理解や配慮が足りない

友人関係を築くのが難しい

医療的なケア(吸引・経管栄養・導尿等)が受けられない

その他

特にない

18歳未満(n=21) 前回(N=55)
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38.1

23.8

23.8

9.5

28.6

9.5

38.1

32.7

36.4

10.9

30.9

10.9

47.3

3.6

30.9

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい

能力や障がいの状況にあった支援をしてほしい

施設・設備・教材を充実してほしい

個別的な支援を充実してほしい

普通学級での学習や交流の機会を増やしてほしい

関係機関などと連携を密にしてほしい

その他

特に望むことはない

18歳未満(n=21) 前回(N=55)
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12.1

9.0

8.9

1.0

0.7

2.6

1.2

3.1

4.0

1.6

2.5

2.0

2.5

64.7

59.9

5.2

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(N=764)

今回(N=404)

正社員・正規職員として働いている(自営業、農林業を含む)

パート・アルバイト、臨時雇用(日雇いなど)、契約・派遣として働いている

就労移行支援施設に通っている

就労継続支援Ａ型［雇用型］に通っている

就労継続支援Ｂ型［非雇用型］に通っている

生活介護事業所に通っている

その他

現在、働いていない

無回答

無回答
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33.2

31.0

57.7

46.5

9.2

22.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上(N=404)

前回(N=764)

働きたい 働きたくない(働けない)

無回答

無回答
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43.9

50.0

7.6

6.0

7.6

6.7

0.0
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3.8

3.0

5.1

6.7

2.5

3.7

9.3

11.2

5.1

2.2

12.2

6.7

3.0

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(N=237)

今回(n=134)

現在と同じところ 役場などの公共団体

民間企業 就労移行支援施設

就労継続支援Ａ型［雇用型］ 就労継続支援Ｂ型［非雇用型］

生活介護事業所 自営業・農林業

その他 わからない

無回答

無回答
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18.1

22.0

11.9

33.4

35.9

19.3

18.6

9.4

14.1

4.0

26.0

21.1

26.7

13.2

40.7

36.8

20.2

18.3

12.2

16.8

8.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

通勤手段の確保

勤務場所におけるバリアフリーなどの考慮

短時間勤務や勤務日数などの配慮

在宅勤務の拡充

職場の障がい者に対する理解

職場の上司や同僚が障がいのことを理解してくれること

職場で介助や援助などが受けられること

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

企業ニーズに合った就労訓練

仕事についての職場外での相談対応、支援

その他

18歳以上(N=404) 前回(N=764)
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5.9

2.7

7.7

12.6

6.9

4.2

48.3

16.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

障がい者が活動している場所への参加

音楽活動

絵画などの芸術活動

スポーツ活動

その他の趣味やサークル活動

地域の行事

その他

特にない

わからない

18歳以上(N=404)
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15.8

16.6

10.1

17.3

3.2

32.7

15.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

障がいへの配慮があること

興味のある活動があること

近くに活動の場所があること

情報が確実に入ってくること

一緒に参加する仲間がいること

その他

特にない

わからない

18歳以上(N=404)
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8.7

17.4

17.4

4.3

0.0

8.7

39.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

障がい者が活動している場所への参加

音楽活動

絵画などの芸術活動

スポーツ活動

その他の趣味やサークル活動

地域の行事

その他

特にない

わからない

18歳未満(N=23)
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52.4

38.1

28.6

23.8

19.0

4.8

4.8

23.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

障がいへの配慮があること

興味のある活動があること

近くに活動の場所があること

情報が確実に入ってくること

一緒に参加する仲間がいること

その他

特にない

わからない

18歳未満(n=21)
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

障がい者が活動している場所への参加

音楽活動

絵画などの芸術活動

スポーツ活動

その他の趣味やサークル活動

地域の行事

その他

特にない

わからない

18歳以上(N=404)
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32.7
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

障がいへの配慮があること

興味のある活動があること

近くに活動の場所があること

情報が確実に入ってくること

一緒に参加する仲間がいること

その他

特にない

わからない

18歳以上(N=404)
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障がい者が活動している場所への参加

音楽活動

絵画などの芸術活動

スポーツ活動

その他の趣味やサークル活動

地域の行事

その他

特にない

わからない

18歳未満(N=23)
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38.1

28.6

23.8

19.0

4.8

4.8

23.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

障がいへの配慮があること

興味のある活動があること

近くに活動の場所があること

情報が確実に入ってくること

一緒に参加する仲間がいること

その他

特にない

わからない

18歳未満(n=21)
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